スライド説明図１(増額の場合)

基準日


	①
	②

	 ③　②×1.0％

	④ スライド額











１　スライド説明図の番号説明
・太枠(①＋②)は当初契約金額を示す。
①　出来形数量に相応する額分
　　②  基準日の当初契約金額の残業務分
　　③  残業務費(②)×1.0％相当額
　　④  スライドに伴う契約金額の増額分
　　③＋④ 残業務(②)の賃金・物価変動に伴う増額分(受注者が負担する額を含む)
　　
２　スライド変更の手順
　(1)残業務費(②)の賃金・物価の変動前の金額を算出する。
　(2)残業務費(②)の賃金・物価の変動後の金額を算出する。
[bookmark: _Hlk182492539]　※　(1)の額を算出する場合の諸経費率を算出する計算式は、予定価格を算定した時と同じ計算式（基準日以前に契約変更を実施している場合は、直前の変更契約における計算式）とし、(2)の額を算出する場合の諸経費率は、基準日時点で再計算する。
　(3)上記(1)と上記(2)の差額(③＋④)を算出する。
　(4)差額(③＋④)から残業務費(②)の1.0％に相当する金額③を控除し、スライドに伴う契約金額の増額④を算出する。
　(5)④が０円又はマイナス金額の場合、スライドに伴う契約金額の増額を行わない。


スライド説明図２(減額の場合)

基準日

	①
	②

	
	③
	②×1.0％

	
	④
	スライド額










１　スライド説明図の番号説明
・太枠(①＋②)は当初契約金額を示す。
1  出来形数量に相応する額分
2  基準日の当初契約金額の残業務分
3 ＋④　スライドによる残業務費の減額
③ (変動前)残業務費の1.0％相当額　(②)×1.0％相当額
4  スライドに伴う契約金額の減額分
　　　　
２　スライド変更の手順
　(1)残業務費(②)の賃金・物価の変動前の金額を算出する。
　(2)残業務費(②)の賃金・物価の変動後の金額を算出する。
　※　(1)の額を算出する場合の諸経費率を算出する計算式は、予定価格を算定した時と同じ計算式（基準日以前に契約変更を実施している場合は、直前の変更契約における計算式）とし、(2)の額を算出する場合の諸経費率は、基準日時点で再計算する。
　(3)上記(1)と上記(2)の差額(③＋④)を算出する。
　(4)差額(③＋④)から(変動前)残業務費(②)の1.0％に相当する金額③を控除し、スライドに伴う契約金額の減額④を算出する。
　(5) ④が０円又はマイナス金額の場合、スライドに伴う契約金額の減額を行わない。







様式１－１(受注者→発注者)　変更請求書

　○○年○○月○○日

契約金額変更請求書

(宛先)
　発注者　　


 受注者
　住　所　　○○市○○○－○
　会社名　　□□□会社
　氏　名　　代表取締役　□□　○○　　


○○年○月○○日付けで契約した下記業務については、賃金又は物価の変動に基づく契約金額の変更に関する特約条項の規定に基づき契約金額の変更を請求します。

記

	
業務名

	
○○○○□□□業務

	
履行場所

	
　○○市□□地内

	
履行期間

	　
　　○○年○○月○○日　から
　　○○年○○月○○日　まで


	
契約金額

	
　金　○○○, ○○○, ○○○円

	希望基準日
	
　　　○○年○○月○○日

	変更請求概算額
	
　金　○○○, ○○○, ○○○円

	概算残業務
契約金額
	
　金　○○○, ○○○, ○○○円


	
	　概算残業務契約金額とは、契約金額から希望基準日における出来形数量に相応する額を控除した額


※　今回の請求は、あくまで概算額であり、精査の結果、請求額が変更となっても問題はない。

様式１－２(発注者→受注者)　変更請求書
　　○○第　○○○○　号
　○○年○○月○○日

契約金額変更請求書



　□□□会社
　代表取締役　□□　○○　　様


発注者　　　　　　　　　　　　


○○年○月○○日付けで契約した下記業務については、賃金又は物価の変動に基づく契約金額の変更に関する特約条項の規定に基づき契約金額の変更を請求します。

記

	
業務名

	
○○○○□□□業務


	
履行場所

	
　○○市□□地内


	
履行期間

	　
　　○○年○○月○○日　から
　　○○年○○月○○日　まで


	
契約金額

	
　金　○○○, ○○○, ○○○円


	希望基準日
	
　　　○○年○○月○○日


	変更請求概算額
	
　金　○○○, ○○○, ○○○円


	概算残業務
契約金額
	
　金　○○○, ○○○, ○○○円


	
	　概算残業務契約金額とは、契約金額から希望基準日における出来形数量に相応する額を控除した額



※　今回の請求は、あくまで概算額であり、精査の結果、請求額が変更となっても問題はない。



様式２(発注者→受注者)

　　○○第　○○○○　号
　○○年○○月○○日

スライド額協議開始日等通知書


会社名　　□□□会社
氏　名　　代表取締役　□□　○○　様


発注者　　　　　　　　　　　　


○○年○月○○日付けで請求のあった下記業務の賃金又は物価の変動に基づく契約金額の変更に関する特約条項の規定に基づく契約金額の変更については、同特約条項第５条の規定により基準日及びスライド額協議開始日を下記のとおり定めたので通知します。

記

	
基準日
	
　　○○年○○月○○日


	スライド額
協議開始日
	
　　○○年○○月○○日


	
	スライド額協議開始日から１４日以内に協議が整わない場合は、賃金又は物価の変動に基づく契約金額の変更に関する特約条項第４条の規定に基づき発注者が定め受注者へ通知します。

	


	
業務名

	○○○○□□□業務

	
履行場所

	
　○○市□□地内


	
履行期間

	　
　　○○年○○月○○日　から
　　○○年○○月○○日　まで


	
契約金額

	
　金　○○○, ○○○, ○○○円





様式３－１(発注者→受注者)　協議書　スライド変更金額がある場合

　○○第　○○○○　号
　○○年○○月○○日

契約金額変更協議書


会社名　　□□□会社
氏　名　　代表取締役　□□　○○　様


　発注者　　　　　　　　　　　　　


○○年○月○○日付けで請求のあった下記業務の賃金又は物価の変動に基づく契約金額の変更に関する特約条項の規定に基づく契約金額の変更額については、同特約条項第４条の規定により下記のとおり協議します。
この協議に基づく契約金額の増額分については、賃金の引き上げや再委託企業との契約金額の見直しなど適切な対応をお願いします。(減額スライドの場合、赤字部分は記述しない。)
なお、異存がなければ、別紙「承諾書(様式5-1)」に記名したものを提出してください。

記

	
スライド額

	
(増又は減) 金　○, ○○○, ○○○円
　

	
	うち取引に係る消費税及び地方消費税の額
金　○○○, ○○○円

	
基準日

	
　　○○年○○月○○日


	スライド額
の内訳
	
別紙「スライド額内訳書」のとおり


	

	業務名
	
○○○○□□□業務


	
履行場所

	
　○○市□□地内


	
履行期間

	　
　　○○年○○月○○日　から
　　○○年○○月○○日　まで


	
契約金額

	
　金　○○○, ○○○, ○○○円





様式３－２(発注者→受注者)　１４日以内に協議が整わなかった場合
スライド変更金額がある場合

　○○第　○○○○　号
　○○年○○月○○日

契約金額変更通知書


会社名　　□□□会社
氏　名　　代表取締役　□□　○○　様


　発注者　　　　　　　　　　　　

○○年○月○○日付けで請求のあった下記業務の賃金又は物価の変動に基づく契約金額の変更に関する特約条項の規定に基づく契約金額の変更額については、同特約条項第４条の規定により下記のとおり通知します。
この通知に基づく契約金額の増額分については、賃金の引き上げや再委託企業との契約金額の見直しなど適切な対応をお願いします。(減額スライドの場合、赤字部分は記述しない。)
なお、別紙「承諾書(様式5-1)」に記名したものを提出してください。

記

	
スライド額

	
(増又は減) 金　○, ○○○, ○○○円
　

	
	うち取引に係る消費税及び地方消費税の額
金　○○○, ○○○円

	
基準日

	
　　○○年○○月○○日


	スライド額
の内訳
	
別紙「スライド額内訳書」のとおり


	

	
業務名

	○○○○□□□業務

	
履行場所

	
　○○市□□地内


	
履行期間

	　
　　○○年○○月○○日　から
　　○○年○○月○○日　まで


	
契約金額

	
　金　○○○, ○○○, ○○○円





様式４－１(発注者→受注者)　協議書　スライド変更金額がない場合

　○○第　○○○○　号
　○○年○○月○○日


会社名　　□□□会社
氏　名　　代表取締役　□□　○○　様


　発注者　　　　　　　　　　　　


契約金額の変更について(協議)

○○年○月○○日付けで請求のあった下記業務の賃金又は物価の変動に基づく契約金額の変更に関する特約条項の規定に基づく契約金額の変更額については、同特約条項第４条の規定により下記のとおり協議します。
なお、異存がなければ、別紙「承諾書(様式5-2)」に記名したものを提出してください。

記

	
スライド額

	
増減なし


	
	【理由】
　下記の基準日でスライド金額を計算した結果、賃金等の変動に対する委託契約におけるインフレスライド条項の運用基準の２（１）ウに規定された1/100を超える額がないため。
別紙「スライド額内訳書」のとおり。

	
基準日
	
　　○○年○○月○○日


	


	
業務名

	○○○○□□□業務

	
履行場所

	　○○市□□地内

	
履行期間

	　
　　○○年○○月○○日　から
　　○○年○○月○○日　まで


	
契約金額

	
　金　○○○, ○○○, ○○○円



※　スライド額内訳書を添付すること。

様式４－２(発注者→受注者)　 １４日以内に協議が整わなかった場合
スライド変更金額がない場合

　○○第　○○○○　号
　○○年○○月○○日


会社名　　□□□会社
氏　名　　代表取締役　□□　○○　様


　発注者　　　　　　　　　　　


契約金額の変更について(通知)

○○年○月○○日付けで請求のあった下記業務の賃金又は物価の変動に基づく契約金額の変更に関する特約条項の規定に基づく契約金額の変更額については、同特約条項第４条の規定により下記のとおり通知します。
なお、別紙「承諾書(様式5-2)」に記名したものを提出してください。

記

	

スライド額


	
増減なし


	
	【理由】
下記の基準日でスライド金額を計算した結果、賃金等の変動に対する委託契約におけるインフレスライド条項の運用基準２（１）ウに規定された1/100を超える額がないため。
別紙「スライド額内訳書」のとおり

	
基準日
	
○○年○○月○○日


	


	
業務名

	○○○○□□□業務

	
履行場所

	
　○○市□□地内

	
履行期間

	　
　　○○年○○月○○日　から
　　○○年○○月○○日　まで


	
契約金額

	
　金　○○○, ○○○, ○○○円


※　スライド額内訳書を添付すること。


様式５－１　(受注者→発注者)　承諾書その1　　契約金額の変更がある場合

　○○年○○月○○日

承諾書

(宛先)
　発注者

 受注者発注者からの文書(協議又は通知)に応じて、どちらかを消す。

　住　所　　○○市○○○－○
　会社名　　□□□会社
　氏　名　　代表取締役　□□　○○　　


○○年○月○○日付け○○第○○○○号で、協議／通知のありました下記業務については、賃金又は物価の変動に基づく契約金額の変更に関する特約条項の規定に基づくスライド額に異存がありません。
なお、契約金額の増額分については、賃金の引き上げや再委託企業との契約金額の見直しなど適切な対応を行います。(減額スライドの場合、赤字部分は記述しない。)

記

	

スライド額

	
(増又は減) 金　○, ○○○, ○○○円
　

	
	うち取引に係る消費税及び地方消費税の額
金　○○○, ○○○円

	
基準日
	
　　○○年○○月○○日


	



	
業務名

	○○○○□□□業務

	
履行場所

	　○○市□□地内

	
履行期間

	　
　　○○年○○月○○日　から
　　○○年○○月○○日　まで


	
契約金額

	
　金　○○○, ○○○, ○○○円



様式５－２　(受注者→発注者)　承諾書その２　　契約金額の変更がない場合

　○○年○○月○○日

承諾書

(宛先)
　発注者


 受注者発注者からの文書(協議又は通知)に応じて、どちらかを消す。

　住　所　　○○市○○○－○
　会社名　　□□□会社
　氏　名　　代表取締役　□□　○○　　


○○年○月○○日付け○○第○○○○号で、協議／通知のありました下記業務については、賃金又は物価の変動に基づく契約金額の変更に関する特約条項の規定に基づくスライド額に異存がありません。

記

	
スライド額

	
増減なし


	
	【理由】
下記の基準日でスライド金額を計算した結果、賃金等の変動に対する委託契約におけるインフレスライド条項の運用基準２（１）ウに規定された1/100を超える額がないため。
別紙「スライド額内訳書」のとおり

	
基準日
	
　　○○年○○月○○日


	



	
業務名

	○○○○□□□業務

	
履行場所

	
　○○市□□地内

	
履行期間

	　
　　○○年○○月○○日　から
　　○○年○○月○○日　まで


	
契約金額

	
　金　○○○, ○○○, ○○○円





別紙　スライド額内訳書


（参考例）
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スライド請求者に対し原単価から

新金額までの列の数字は原則、公開とする。

スライド額内訳書

○○市○○地内
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〜
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まで

　○○○○□□□業務委託
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スライド対象の残業務（内訳書項目は業務内容により適宜修正して下さい）
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